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[内容要旨] 
 

労使紛争処理機関を複数持ち、紛争処理の経験が長年蓄積されているイギリスの労使紛争法制

および実態を研究し、労働組合の組織率低下や労働力流動化を背景に、ますます関心が高ま



っているわが国の労使紛争処理システムを考察する際の基礎的資料を提供することを目的とし

た。 

 

① まず、Industrial Tribunal（労使審判所；略 IT）を中心に最新の法制度の状況を正確にフ

ォロウしてその特徴を取り出し、 

 

② 法制検討の過程で、IT と Advisory，Conciliation and Arbitration Services（助言・斡旋・

仲裁委員会；略 ACAS）との関係、不公正解雇事件の実際の取扱が特に重要であることが明らか

となったので、研究者が実際にイギリスに赴いて現地で IT 及び ACAS に対するヒアリングを行

い、不公正解雇事件を中心に IT における実際の運営について調査研究を行った。 

 

Ｉ 労使審判所（IT）法制の概観； 

 

1993 年規則という最新の法制に依拠して、 

 

1．IT の管轄権 

2．申立機関とその宥恕 

3．申立と応訴 

4．IT による訴訟指揮 

5．審問前手続 

6．IT によらない解決 

7．審問手続き 

8．決定 

9．その他の金員支払い命令 

 

について検討を行った。 

 

その結果、 

 

① 轄・除斥期間の明確な規定、 

② 申立・応訴等に関する様式の定型化（IT1 様式）による利用の容易化、 

③ 濫訴に対応するための IT の職権による訴訟指揮権の広範囲化、 

④ 当事者の適正な手続的保障の十全化、⑤一定の要件の下での IT によらない解決の認容、 

 

等が IT 法制の特徴として理解された。 

 

このように、労使紛争の迅速・簡易・低廉な解決、当事者の権利の可及的保護という制度目

的を達成するような法制度が構築されていること、が理解された。 

 

Ⅱ IT における労使紛争処理の実態分析 



 

①IT の構成及び管轄、②労使紛争の処理状況、③IT の紛争処理プロセス、について検討し、

そこで中心となるのが解雇をめぐる争いで、現在の IT が、あたかも不公正解雇事件を専門的

に処理する機関となっていることにかんがみ、1985 年規則下における不公正解雇に関する紛争

処理の実態を中心に、どのような過程を経て紛争が処理されているかを明らかにした。 

 

その結果、紛争処理実態については、やはり不公正解雇事件が中心に扱われていること、事

件によって紛争処理の実態が異なること、が理解された。不公正解雇事件の紛争処理に関して

は、主に ACAS によって解決が行われていること、IT による場合は主に金銭賠償命令によっ

て解決されていること、IT の解決に対する労働者の満足度は比較的高いこと等が理解された。 

  

 


